声明　自民党改憲案の「提示」を許さないたたかいを呼びかけます
―臨時国会の開会にあたって―
安倍首相は10月24日午後の衆参両院本会議の所信表明演説で、改憲への執念を改めて表明、自民党案を衆参両院憲法審査会に示す考えを示し、三権分立に公然と挑戦しました。
安倍首相は、総裁選３選を受けた自民党役員人事で、党憲法改正推進本部長に下村博文氏、改憲案の扱いを仕切る総務会長に加藤勝信氏を起用。さらに、憲法審査会の筆頭幹事に「ウルトラ右翼」と言われる新藤義孝氏を充てるなど、強行路線をとることが懸念される露骨な改憲強行シフトを敷きました。
また、安倍首相は9月3日の自衛隊高級幹部会同に続き、10月14日の自衛隊の観閲式で、政治的中立が最も厳しく求められる実力組織を前に、憲法の平和主義と憲法尊重義務（憲法第99条）に違反する9条改憲への執念を示す異例の訓示を行っています。
所信表明演説では、政治の腐敗や事物化には蓋をして、来年10月の消費税率10％への引き上げを予定通り実施すること、国民の生活権を脅かす「全ての世代が安心できる社会保障改革」など、国民のいのちと暮らしを破壊する方針を示しました。さらに、対米、対ロでも外交的失態、屈辱外交を省みることなく、「戦後日本外交の総決算」を課題に挙げました。
しかし、官邸あげての国家権力ＶＳ沖縄県民という構図のもとたたかわれた9月30日投開票の沖縄知事選では、玉城デニー氏が圧勝。さらに豊見城市（同10月14日）や那覇市（同10月21日）の市長選でも「オール沖縄」候補が当選。沖縄県民は改めて「辺野古移設NO!」「安倍政権NO!」の意志を突きつけ、安倍政権は大きな打撃を受けています。「安倍首相のもとでは、参院選は勝てない」等の声がでるなど、潮目の変化が生まれています。
憲法を踏みにじる安倍首相に改憲を語る資格はありません。また、どの世論調査でも「臨時国会に改憲案を出すべきではない」と、国民は臨時国会での改憲案の提出・議論開始を望んでいません。第197回臨時国会では、国民が開催を求めていない両院の憲法審査会開催を許さず、自民党に改憲案の「提示」をさせないことが何よりも重要です。また、国民投票法の改正も今急ぐものではなく、むしろ改憲議論に導きいれるものであり、継続となっている改正案は廃案にすべきです。さらに、国民の8割が求めている森友・加計疑惑の徹底解明、国民いじめの社会保障大改悪の撤回、辺野古新基地建設の断念などを実現させなければなりません。
憲法会議は臨時国会の開会にあたり、「政治を変えよう」と市民が力を合わせ、市民と野党の共闘を強く推し進め、3000万人署名を早期達成して安倍9条改憲を阻止し、統一地方
選挙・参院選に勝利し、安倍政権退陣に向けて奮闘しあうことを呼びかけます。
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